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研究成果の概要： 

本研究プロジェクトは、EU の金融市場統合、EU の経済統合、EU 諸国の生産性、EU 拡大と直

接投資、EUにおける物価、拡大 EU におけるユーロ、EU における労働市場の研究テーマについ

て研究を進めた。EU が進めてきた市場統合、経済統合、そして、通貨統合が、既存 EU 諸国に

おいて、生産物市場（物価収斂効果）と生産要素市場（労働市場と資本市場）と生産性と金融

市場にどのような影響を及ぼしたかを分析した。また、EU 拡大が直接投資に及ぼす影響を分析

するとともに、新 EU 加盟国のユーロ圏への加盟の可能性について、最適通貨圏の観点から分析

し、さらに、新 EU 加盟国のユーロ圏加盟に備えた通貨政策についても分析した。なお、これら

の研究成果の一部は、小川英治編『EU スタディーズ 2 経済統合』（勁草書房、2007 年）とし

て出版された。 
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１．研究開始当初の背景 

EU の経済通貨統合が経済通貨同盟という
形で 1990 年代に進められ、1999 年ユーロが
EU11 カ国に導入されて、その完成を見た。そ
の後、2004 年には中東欧 10 カ国が EU に加わ
り、EU の東欧拡大が始まった。2007 年には、
ルーマニアとブルガリアの2カ国が新たにEU
に加わった。一方、ユーロを導入している
国々、すなわちユーロ圏も拡大しつつある。

2001 年にギリシアが、2007 年にスロベニア
がユーロを導入し、その後、キプロス、マル
タ、スロバキアがユーロを導入してきた。こ
のように、1952 年の欧州石炭鉄鋼共同体
（ECSC）設立に始まった EU における経済通
貨統合の道のりは、｢深化と拡大｣の歴史とし
てさらに進んでいる。このような EU におけ
る敬愛通貨統合を背景として、この研究が開
始された。 



さらに、本研究プロジェクトは、EU 
Institute in Japan (EUIJ)が一橋大学を中
心とするコンソーシアムに置かれることに
伴って、EUIJ において進められる一連の共同
研究の内、「EU 経済」に関する共同研究プロ
ジェクトと関連した。本研究プロジェクトは、
EUIJ 設立の趣旨に沿って、EU における経済
統合・通貨統合及び拡大 EU の影響に関連し
た経済諸現象に焦点を当てて、学術研究を行
うものである。また、この研究プロジェクト
は、将来において EUIJ として日本を中心と
したアジアにおける EU に関する学術的な研
究拠点として発展することが期待されてい
る。そのような背景の中で、本研究プロジェ
クトが開始された。 
 
 
２．研究の目的 
本研究プロジェクトは、EUにおける経済統

合・通貨統合および拡大 EU の影響に関連し
た経済諸現象に焦点を当てて、学術研究を行
うものである。より具体的には、経済統合・
通貨統合（ユーロ導入）及び中東欧への拡大
EU に関連して、実物経済への影響、物価収斂
の効果、生産性への影響、労働市場への影響、
金融市場への影響、そして、拡大 EU におけ
る通貨統合の諸問題について研究を行った。
それぞれの専門研究領域における研究成果
を発展させつつ、共同研究として行うことに
よって、実物経済、生産物市場（物価）、生
産性、労働市場、金融市場、通貨の側面を有
機的に統合しながら EU の経済にアプローチ
した。 
本研究プロジェクトの第一の研究の目的

として、バラッサの経済統合の 5段階（自由
貿易地域、関税同盟、共同市場、経済同盟、
完全な経済統合）と比較して、欧州の経済通
貨同盟を考察することにある。第二に、ユー
ロ導入後のユーロ圏における金融政策の実
効性を考察するために、金融市場、特に、短
期金融市場の統合の状態を実証的に考察す
る。第三に、単一通貨導入の費用と便益を実
証的に分析することにある。第四に、日米と
比較しながら、EU 諸国の生産性、特に、生産
技術を意味する全要素生産性（TFP）を計測
し、比較する。第五に、EUの東欧拡大に伴っ
て、東欧諸国への直接投資の拡大を実証的に
分析する。 
 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトの研究メンバー（研究

代表者、研究分担者、連携研究者）がそれぞ
れ、EU の金融市場統合、EU の経済統合、
EU 諸国の生産性、EU 拡大と直接投資、EU
における物価、拡大 EU におけるユーロ、EU
における労働市場の研究テーマについて研

究を進めた。これらの研究は、共通して実証
分析が中心として行われた。EU が進めてき
た市場統合、経済統合、そして、通貨統合が、
既存 EU 諸国において、生産物市場（物価収
斂効果）と生産要素市場（労働市場と資本市
場）と生産性と金融市場にどのような影響を
及ぼしたかについて実証的に分析が行われ
た。また、EU 拡大が直接投資に及ぼす影響
について実証的に分析するとともに、新 EU
加盟国のユーロ圏への加盟の可能性につい
て、最適通貨圏の観点から実証的に分析が行
われた。 
これらの研究は、様々な実証分析の方法論

を利用して、行われた。EU の金融市場統合
の実証分析においては、経済成長論において
利用されている概念である、β収束性（相対
的に高い金利の国は、金利の低い国より速く
低下しているかどうか）とσ収束性（クロ
ス・セクションの金利の標準偏差が通時的に
低下しているかどうか）について、パネル単
位根検定の手法を用いて実証分析が行われ
た。また、EMS 期の欧州諸国における為替
平価変更の長期的・短期的効果を実証分析す
る際には、Markov Switching ADF 検定を利
用することによって、為替平価変更を頻繁に
行った次期が実質為替相場が定常過程に、行
わなかった時期は非定常過程に従っており、
短期的には為替平価変更による実質為替相
場の安定化が有効であったことを確認する
方法論をとった。さらに、日米に比較した
EU の生産性（全要素生産性（TFP））の実証
分析を行うために、日本産業生産性（JIP）
データベースの構築に関わった研究者が、
EU KLEMS プロジェクトに参加し、EU 
KLEMS データベースの構築に必要な日本の
原データを提供した。東欧諸国への直接投資
に関する実証分析においては、直接投資の決
定要因である、企業特殊的な経営資源の排他
的な所有に基礎付けられた優位性、賃金格差
や関税を含む立地上の特殊性から生じる優
位性、輸出から現地生産への転換がもたらす
内部化の利益について投資決定モデルに基
づいて、推定を行った。 
その研究のプロセスにおいて、本研究プロ

ジェクトの研究メンバー（研究代表者、研究
分担者、連携研究者）は、ヨーロッパに赴い
て、ヨーロッパで行われる国際コンファレン
ス、学会、セミナーで研究成果を発表して、
ヨーロッパの研究者と意見交換を行った。一
方、海外共同研究者を招聘して、研究プロジ
ェクト期間中に、4 回の国際コンファレンス
を開催し、相互に研究成果について発表して、
意見交換を行った。 
 
 
４．研究成果  
研究成果については、計 4回の国際コンフ



ァレンス（2006 年 3 月 25 日（外国人研究者

7名招聘）、2007 年 9月 11 日（外国人研究者

4名招聘）、2008 年 7 月 19 日（外国人研究

者 3名招聘）、2009 年 2 月 23 日（外国人研

究者 3 名招聘））で発表されるとともに、こ

れらの研究成果の一部は、小川英治編『EU ス

タディーズ 2 経済統合』（勁草書房、2007

年）として出版された。なお、本研究プロジ

ェクトでは、ヨーロッパの研究者にも海外共

同研究者として参加してもらうことによっ

て、国際共同研究プロジェクトとしての特徴

を有する。具体的には、ジョルジュ・セイル

（オスナブリュック大学）、コラード・モル

テニ（在日イタリア大使館）、ヴァレリア・

ガッタイ（ボッコーニ大学）、サニ・ミクロ

朱（ハンガリー科学アカデミー附属世界経済

研究所）にも前述の研究書の執筆者として参

加してもらった。 
本研究プロジェクトの研究成果の一部で

あるが、小川英治編『EUスタディーズ 2 経
済統合』（勁草書房、2007 年）には、外国人
研究協力者（ジョルジュ・セイル、サニ・ミ
クロシュ、ヴァレリア・ガッタイ＆コラー
ド・モルテニ）の論文とともに、以下の論文
が所収されている。 
①田中素香「EU 経済統合の独自性－B.バラッ
サの経済統合 5段階説との関連で－」 
②小川英治・熊本方雄「EU の金融市場統合」 
③青木圭介・川崎健太郎「拡大 EU における
ユーロ（最適通貨圏）－ユーロ導入に向けた
為替相場政策・金融政策－」 
④岩壷健太郎「通貨統合の費用と便益－EMS
にみる為替平価変更の効果－」 
⑤深尾京司・宮川努「EU 主要国の生産性－日
米との比較において－」 
⑥岩崎一郎・菅沼桂子「EUの東方拡大と直接
投資」 
⑦杉崎京太「景気循環の収斂と乖離の基礎過
程－グローバル化と欧州統合の現局面－」 
 田中論文では、EC/EU の経済統合研究者で
あるペルクマンスのバラッサ批判を材料に
して、バラッサの 5段階説の特徴を再検討し
た。バラッサの 5段階説の第 1、第 2段階は
GATT の規定する自由貿易地域、関税同盟を基
礎と考えられているので、独自性を持つヨー
ロッパ経済統合の流れとは必ずしも整合し
ないと指摘される。EC/EU の経済統合は石
炭・鉄鋼部門の統合から始まり、関税同盟を
経て域内市場、共通通貨を持つ世界で他の追
随を許さない水準に達している。 
 小川・熊本論文では、ユーロ導入後のユー
ロ圏において、金融市場、とりわけ、短期金
融市場が統合されてきたかどうかを実証的
に分析した。ユーロ圏における短期金融市場
の統合は、単一的な金融政策の効果が迅速に
かつ効率的に波及するために必要不可欠な

ことである。実証分析によって、β収束性と
σ収束性についてパネル単位根検定を行い、
ユーロ圏における短期金融市場がほぼ統合
されていることを示した。 
 青木・川﨑論文では、ユーロ発足後、2004
年及び 2007 年に新たに EUに加盟した中東欧
12 カ国が将来においてユーロ圏に参加し、ユ
ーロを導入するために ERM（為替相場メカニ
ズム）2国としての施行期間をクリアーしな
ければならない。これらの EU 新規加盟国の
ERM2 への移行過程について、政策当局の選好
と通貨統合参加へのインセンティブと、固定
為替相場制度導入に至る為替相場の動きを
分析した。 
 岩壷論文では、通貨統合の費用と便益が実
証的に分析された。EMS 期の欧州諸国におけ
る為替平価変更の長期的・短期的効果を分析
して、通貨統合によって域内為替平価の調整
ができなくなったことの費用を評価して、長
期的には、欧州各国とドイツとの間に購買力
平価が成立していて、為替平価変更は実質為
替相場に持続的な影響を与えていなかった
ことを示した。一方、短期的には、為替平価
変更による実質為替相場の安定化は有効で
あったことが示された。 
 深尾・宮川論文では、｢リスボン戦略｣に最
重点課題として取り上げている EU 諸国の生
産性、特に、生産技術を意味する全要素生産
性（TFP）や通信情報技術（ICT）について、
日米と実証的に比較した。最新版の EU KLEMS
データベース（2007 年 3 月）他の統計を利用
し、実証分析を行った結果、EU 主要 4カ国(ド
イツ、フランス、英国、イタリア)は、1995
年以降 TFP上昇が失速していることが明らか
となった。 
 岩崎・菅沼論文では、EUの東方拡大に伴う
東欧諸国への直接投資について考察した。EU
との加盟交渉によって中東欧交渉当事国へ
の直接投資が大いに促した可能性が高い。そ
の直接投資誘引効果は、漸次増大する傾向が
あることが確認された。EU東方拡大と加盟候
補国が享受した外国投資の因果関係は、単調
な正の相関関係ではなく、いわば逆 Jカーブ
型の非線形性を有していることが明らかと
なった。 
 杉崎論文では、ユーロ地域における景気循
環の収斂傾向に対して、労資関係の国家間の
相違とユーロ・非ユーロの統合における重層
性、さらには地域間・階層間格差の拡大は、
表面的な収斂傾向に対して進行する不均衡
要因を内向させている。そして、景気循環の
同調と乖離の新たな局面は、グローバル化の
第２階梯の特徴のひとつをなすものであり、
平準化のなかで進む不均等の拡大を示すも
のであることが指摘された。 
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